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株式会社はとバス 

 

第１ 監査の目的 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

 １ 監査対象団体及び局 

（１）監査対象団体 株式会社はとバス 

（２）監査対象局  交通局 

 

 ２ 事業の内容 

  （１）事業の概要 

株式会社はとバス（以下「会社」という。）は、一般乗合旅客自動車運送事業、一般貸切旅

客自動車運送事業等を営むことを目的として、昭和２３年８月に設立され、昭和２４年１月か

ら営業を開始した会社であり、主として表１の事業を行っている。 

 

（表１）事業内容 

事 業 名 事 業 内 容 

一般乗合旅客自動車運送事業 都内及び近郊の定期観光バス 

一般貸切旅客自動車運送事業 一般団体及び募集団体の輸送 

関連事業 あっせん業、旅行事業及び自動車整備事業 

路線バス受託事業 都営バスの一部路線の運行管理受託 

ホテル事業 銀座キャピタルホテルの経営 

不動産賃貸事業 港南ビル本館・新館の賃貸 

 

（２）都との関係 

都は、会社設立に当たり、都が保有していた一般乗合旅客自動車運送事業権（定期観光）、

一般貸切旅客自動車運送事業権（貸切観光）及び自動車６両を現物出資している。 

その後、８回にわたり出資（最終出資日：昭和４７．２．１）し、第６９期末（平成２２．

６．３０）現在、会社の資本金４億５，０００万円のうち、１億７，０７０万７，５００円 

（３７．９％）を出資している。 

また、都は、平成１５年４月、会社と路線バス運行管理事業に係る委託契約を締結し、都営

バス路線の運行管理を会社に委託しており、当初の２路線から順次委託路線を増やし、監査日
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（平成２３．１１．１５）現在、３９路線となっている。 

 

３ 組織 

 会社は、本社を千代田区丸の内一丁目９番に、主たる事務所を大田区平和島五丁目４番に置き、

役員１４名（代表取締役社長１名、代表取締役専務１名、専務取締役２名、取締役８名、監査役

２名）（うち非常勤３名）及び職員１，０１８名で、１８部をもって構成されている。 

 

第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監査の範囲 

第６８期（平成２０．７．１～平成２１．６．３０）及び第６９期（平成２１．７．１～平成 

２２．６．３０）の事業について実施した。 

 

 ２ 実地監査期間 

 （１）交通局   平成２３年１１月７日及び同月１５日 

  （２）会 社    平成２３年１１月８日から同月１４日まで 

 

第４ 監査の結果 

 １ 経営に関する事項 

会社は、一般乗合旅客自動車運送業（定期観光）、一般貸切旅客自動車運送業（貸切観光）、関

連事業、路線バス受託事業、ホテル事業及び不動産賃貸事業の６事業を行っている。 

   第６９期における経営成績は、営業利益が４億８，４５６万余円、経常利益が５億３，６９４

万余円、税引前当期純利益が４億６，０８７万余円であり、税引後の当期純利益は、２億５，３

６１万余円となっている。 

第６９期末における財政状態は、資産の合計が７６億９，２１２万余円、負債の合計が５１億

１，０４８万余円、純資産の合計が２５億８，１６４万余円である。 

なお、第６８期、第６９期とも、１株当たり４円の配当を行っている。 

次に、経営環境について見ると、定期観光については、予約状況にかかわらず運行しなければな

らないことや天候の影響を受けやすいこと等の事業リスクがあることから、今後とも、顧客の需要

を反映した質の高い商品開発が課題となっている。 

貸切観光については、価格競争が激化し厳しい経営環境にある。このため、セールスの推進と効

率的な車両稼動による収益の確保が課題となっている。 

路線バス受託事業については、堅実な事業運営を行い、安定した収益を確保している。 

関連事業、ホテル事業及び不動産賃貸業については、利益を計上しているものの、今後、ホテル

及び賃貸物件の老朽化への対策が必要である。 

 



 - 473 -

    子会社の状況について見ると、子会社のうち１社は、依然として債務超過の状態にあることから、

その経営改善が課題となっている。 

以上、経営状況について述べてきたが、会社の事業は、出資の目的に沿って適切に運営されてい

ると認められる。 

なお、局が行った契約については、別項指摘事項のとおり、改善すべき点が認められた。 

 

 ２ 指摘事項 

（１）交通局 

   ア 契約に関する積算を適正に行うべきもの 

     局は、会社と、都バス杉並自動車営業所・臨海自動車営業所・青戸自動車営業所・港南自動

車営業所及び新宿自動車営業所に係る管理の受委託に関する実施契約を締結している（契約

金額：３２億４，０２８万７，５４８円、契約期間：平成２１．４．１～平成２２．３．３

１）。 

     ところで、契約の締結状況を見たところ、局は、年度ごとに積算単価を調査し、それを基に

積算を行っている。 

しかしながら、平成２１年度における積算を確認したところ、最新の積算単価を用いて算

出すべきところ、前年度の積算単価を誤って用いて算出している部分があり、結果として、

表２のとおり、局の積算金額が過大となっており、契約金額が積算金額よりも多くなってい

ることは、適正でない。 

局は、契約に関する積算を適正に行われたい。 

（ 交通局 ） 

 

（表２）委託に要する費用の積算                    （単位：円） 

積 算 金 額 
区 分 

正 (a) 誤 (b) 差(c=b-a)

契約金額 

（ｄ） 

差額 

(e=d-a) 

平成２１年度 3,239,526,532 3,274,635,294 35,108,762 3,240,287,548 761,016
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第５ 経営状況の概要 

１ 経営状況 

（１）事業実績 

   会社は、一般乗合旅客自動車運送業、一般貸切旅客自動車運送業、関連事業、路線バス受託事

業、ホテル事業及び不動産賃貸業を行っており、各事業の事業実績は、次のとおりである。 

 

  ア 一般乗合旅客自動車運送業（定期観光） 

一般乗合旅客自動車運送業として、都内及び近郊の定期観光バスを運行している。 

第６９期の営業収益は、表３のとおり、２５億３，１９２万余円であり、前期（２４億２，

２０４万余円）と比較して、１億９８７万余円（４．５％）増加している。これは主に、２

階建オープンバスの運行を開始するなど話題性のある商品を提供したため、表４のとおり、

乗車人員が増加したことによるものである。 

また、第６９期の営業費は、２０億２，８２５万余円であり、前期（１９億８６万余円）

と比較して、１億２，７３８万余円（６．７％）増加している。 

これらの結果、差引損益は、５億３６６万余円の利益となっており、前期（５億２，１１

７万余円）と比較して、１，７５１万余円（３．４％）減少している。 

 

    （表３）収支状況                      (単位：千円) 

区 分 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 2,531,922 2,422,046 109,875 4.5％ 

営業費(B) 2,028,253 1,900,866 127,386 6.7％ 

差引損益(C=A-B) 503,669 521,179 △  17,510 △  3.4％ 

 

（表４）事業実績                        (単位：人) 

項 目 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

乗車人員 607,968 550,080 57,888 10.5％ 
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イ 一般貸切旅客自動車運送業（貸切観光） 

一般貸切旅客自動車運送業として、一般団体及び募集団体の運送を行っている。 

第６９期の営業収益は、表５のとおり、１９億３，４８９万余円であり、前期（１９億９，

７５８万余円）と比較して、６，２６８万余円（３．１％）減少している。これは主に、新

型インフルエンザが流行した影響や団体旅行の需要の減少によるものである。 

また、第６９期の営業費は、２５億３１５万余円であり、前期（２６億５，１３４万余円）

と比較して、１億４，８１８万余円（５．６％）減少している。 

これらの結果、差引損益は、５億６，８２５万余円の損失となっており、前期（６億５，

３７５万余円の損失）と比較して、８，５５０万余円（１３．１％）改善している。 

 

（表５）収支状況                      (単位：千円) 

区 分 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 1,934,899 1,997,587 △   62,687 △   3.1％ 

営業費(B) 2,503,152 2,651,341 △  148,189 △   5.6％ 

差引損益(C=A-B) △  568,252 △  653,754 85,502 △   13.1％ 

 

（表６）事業実績                        (単位：台) 

項 目 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

運行台数 16,476 17,147 △      671 △    3.9％ 
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ウ 関連事業 

関連事業として、あっせん業、旅行事業及び自動車整備事業を行っている。 

あっせん業は、旅客自動車運送業における運賃以外の娯楽施設の利用・飲食のあっせん等

である。 

旅行事業は、会社が企画及び運行する募集型企画旅行の実施である。 

自動車整備事業は、バス等の業務用車両や自家用車の車検・修理・車両整備である。 

第６９期の営業収益は、表７のとおり、５８億１，２０９万余円であり、前期（６３億３，

０２８万余円）と比較して、５億１，８１８万余円（８．２％）減少している。これは、あ

っせん業及び旅行事業の売上減少によるものである。 

また、第６９期の営業費は、５３億９７４万余円であり、前期（５７億１，４８３万余円）

と比較して、４億５０９万余円（７．１％）減少している。 

 これらの結果、差引損益は、５億２３５万余円の利益となっており、前期（６億１，５４

５万余円）と比較して、１億１，３０９万余円（１８．４％）減少している。 

 

（表７）収支状況                         （単位：千円） 

項 目 ６９期 ６８期 増(△)減 増（△）減率

あ っ せ ん 業 2,681,344 2,943,187 △ 261,842 △    8.9％

旅 行 事 業 2,904,088 3,165,411 △ 261,322 △    8.3％

自 動 車 整 備 事 業 226,666 221,689 4,976 2.2％

営

業

収

益 計 5,812,099 6,330,288 △ 518,188 △    8.2％

売 上 原 価 4,527,894 4,858,664 △ 330,769 △    6.8％

営 業 費 781,848 856,170 △  74,322 △    8.7％

営

業

費 計 5,309,743 5,714,835 △ 405,091 △    7.1％

差引損益 502,356 615,453 △ 113,097 △  18.4％
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エ 路線バス受託事業 

路線バス受託事業として、都営バスの一部路線の運行管理受託を行っている。 

第６９期の営業収益は、表８のとおり、３０億７，３０７万余円であり、前期（２７億１，

５０１万余円）と比較して、３億５，８０６万余円（１３．２％）増加している。 

また、第６９期の営業費は、２７億９，５３６万余円であり、前期（２４億７，９０４万

余円）と比較して、３億１，６３２万余円（１２．８％）増加している。 

これらの結果、差引損益は、２億７，７７１万余円の利益となっており、前期（２億３，

５９６万余円）と比較して、４，１７４万余円（１７．７％）増加している。 

 

（表８）収支状況                      (単位：千円) 

区 分 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 3,073,074 2,715,011 358,063 13.2％ 

営業費(B) 2,795,362 2,479,042 316,320 12.8％ 

差引損益(C=A-B) 277,712 235,969 41,742 17.7％ 

 

（表９）事業実績                           （単位：路線） 

項 目 
15年4月～

16 年 3 月 

16年4月～

17 年 3 月

17年4月～

18 年 3 月

18年4月～

20 年 3 月

20年4月～

21 年 3 月 

21年4月～

 

受託路線数 ２ １４ １９ ２４ ３２ ３９

 

オ ホテル事業 

ホテル事業として、銀座キャピタルホテル（本館２５６室・新館３１８室）の経営を行っ

ている。 

第６９期の営業収益は、表１０のとおり、１６億８７９万余円であり、前期（１７億８，

８５３万余円）と比較して、１億７，９７３万余円（１０．０％）減少している。これは主

に、景気低迷により客室単価を引き下げたことによるものである。 

また、第６９期の営業費は、１３億６１５万余円であり、前期（１５億３，２１６万余円）

と比較して、２億２，６０１万余円（１４．８％）減少している。これは主に、人件費、外

部委託費及び水道光熱費を削減したことによるものである。 

これらの結果、差引損益は、３億２６４万余円の利益となっており、前期（２億５，６３

７万余円）と比較して、４，６２７万余円（１８．０％）増加している。 
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（表１０）収支状況                              (単位：千円) 

区 分 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 1,608,796 1,788,532 △ 179,736 △   10.0％ 

営業費(B) 1,306,151 1,532,162 △ 226,010 △   14.8％ 

差引損益(C=A-B) 302,644 256,370 46,274 18.0％ 

 

（表１１）ホテル事業実績       (単位：％、ポイント) 

項 目 第６９期 第６８期 増（△）減 

客室稼働率 74.8 76.4 △1.6

 

カ 不動産賃貸業 

不動産賃貸業として、港南ビル本館・新館などの賃貸を行っている。 

第６９期の営業収益は、表１２のとおり、３億６，１３３万余円であり、前期（３億６，

２６５万余円）と比較して、１３２万余円（０．４％）減少している。 

また、第６９期の営業費は、１億４，１９８万余円であり、前期（１億３，７８８万余円）

と比較して、４１０万余円（３．０％）増加している。 

 この結果、差引損益は、２億１，９３４万余円の利益となっており、前期（２億２，４７

７万余円）と比較して、５４２万余円（２．４％）減少している。 

 

（表１２）収支状況                      （単位：千円） 

区 分 第６９期 第６８期 増(△)減 増（△）減率 

営業収益(A) 361,330 362,658 △   1,327 △  0.4％ 

営業費(B) 141,987 137,886 4,101 3.0％ 

差引損益(C=A-B) 219,343 224,772 △  5,429 △  2.4％ 

 

（表１３）賃貸物件の概要 

名  称 竣  工 建 物（階数） 総延べ床面積 うち自社所有分

港南ビル本館 昭和４５年 地下１階・地上１２階 11,844.24 ㎡ 4,509.96 ㎡

港南ビル新館 昭和６２年 地下１階・地上４階 3,680.35 ㎡ 2,872.09 ㎡
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 （２）経営成績 

 ア 損益計算書項目の比較増減分析 

     第６８期及び第６９期の経営成績は、「別表１比較損益計算書」のとおりである。 

     第６９期における経営成績は、営業利益４億８，４５６万余円、経常利益５億３，６９４

万余円であり、税引後の当期純利益は２億５，３６１万余円となっている。 

営業収益は、１５３億２，２１２万余円であり、前期（１５６億１，６１２万余円）と比

較して、２億９，４００万余円（１．９％）減少している。これは主に、関連事業売上高が

減少したことによるものである。 

     売上原価は、９２億１，７９５万余円であり、前期（９６億１４７万余円）と比較して、

３億８，３５２万余円（４．０％）減少している。これは主に、関連事業売上原価が減少し

たことによるものである。 

     販売費及び一般管理費は、５６億１，９６０万余円であり、前期（５６億２，１６７万余

円）と比較して、２０７万余円（０．０％）減少している。 

この結果、営業利益は４億８，４５６万余円となり、前期（３億９，２９７万余円）と比

較して、９，１５９万余円（２３．３％）増加している。 

     営業外収益は、７，１５２万余円であり、前期（６，４７４万余円）と比較して、６７７

万余円（１０．５％）増加している。これは主に、車両売却益（１，５２２万余円）が前期

（１６６万余円）と比較して１，３５６万余円増加したことによるものである。 

     営業外費用は、１，９１３万余円であり、前期（２，５３１万余円）と比較して、６１７

万余円（２４．４％）減少している。 

     特別損失は、７，６０７万余円であり、前期（２，４７０万余円）と比較して、５，１３

７万余円（２０８．０％）増加している。これは主に、新業務統合システムの開発に伴い、

旧システムを除却（６，６８３万余円）したことによるものである。 

     この結果、税引前当期純利益は４億６，０８７万余円となり、税引後の当期純利益は２億

５，３６１万余円となっている。 

なお、第６８期、第６９期とも、１株当たり４円の配当を行っている。 
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イ 経営比率等による経営成績の分析 

会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表１４のとおりである。 

インタレスト・カバレッジが第６８期以降上昇しているのは、借入金が減少したため、支

払利息が減少したことによるものである。 

 

  （表１４）経営比率 

項  目 第６５期 第６６期 第６７期 第６８期 第６９期 算 式 

経営資本事業利益率（％） 4.8 10.0 5.6 6.2 7.4 
事業利益 

経営資本 

営業収益営業利益率（％） 2.2 4.4 2.3 2.5 3.2 
営業利益 

営業収益 

経営資本回転率（回） 2.00 2.24 2.29 2.43 2.33 
営業収益 

経営資本 

総費用対総収益比率（％） 97.9 95.4 97.0 97.4 97.0 
総費用 

総収益 

インタレスト・カバレッジ

（倍） 
5.60 15.03 9.96 21.80 43.23 

事業利益 

支払利息 

（注）１ 事業利益とは、営業利益＋受取利息＋受取配当金である。 

   ２ 経営資本とは、総資本－投資等である。 
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（３）財政状態 

   ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

 第６８期末及び第６９期末の財政状態は、「別表２比較貸借対照表」のとおりである。 

第６９期末の財政状態は、資産合計７６億９，２１２万余円、負債合計５１億１，０４８

万余円、純資産合計２５億８，１６４万余円となっている。 

  資産合計は、前期（７４億５，６４１万余円）と比較して、２億３，５７１万余円（３．

２％）増加している。これは、ソフトウェア仮勘定を計上したことなどにより、固定資産が

１億２，３０５万余円（２．１％）、流動資産が１億１，２６５万余円（７．７％）増加し

たことによるものである。 

  負債合計は、前期（５０億９，２１５万余円）と比較して、１，８３２万余円（０．４％）

増加している。これは、流動負債が２億３，９９３万余円減少したものの、固定負債が２億

５，８２６万余円増加したことによるものである。 

流動負債の減少は、主に、短期借入金が１億５，０００万円減少したことによるものであ

る。 

固定負債の増加は、主に、退職給付引当金が２億６２万余円増加したことによるものであ

る。 

     純資産合計は、前期（２３億６，４２５万余円）と比較して２億１，７３８万余円（９．

２％）増加している。 

 

イ 財務比率等による財政状態の分析 

 会社の財政状態を示す財務比率は、表１５のとおりである。 

 

（表１５）財務比率表                        （単位：％） 

項  目 第６５期 第６６期 第６７期 第６８期 第６９期 算 式 

流 動 比 率 42.5 46.4 50.1 58.7 70.0 
流動資産 

流動負債 

自己資本比率 20.3 25.9 29.2 31.7 33.6 
自己資本 

総資本 

固定長期適合率 143.3 137.6 133.4 120.6 112.3 
固定資産 

長期資本 

（注）長期資本とは、株主資本＋固定負債である。 
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 （４）経営環境に関する評価 

    事業の経営環境について、営業活動、財務活動等の観点から確認を行った結果、事業環境及び

事業運営において、次のとおり、留意すべき点が見受けられた。 

 

ア 事業の経営環境 

自動車運送事業においては、経済状況の悪化による消費低迷及び低価格志向の定着による厳

しい価格競争の中で、より魅力ある商品開発、販売体制の強化に努め、需要の創出・拡大を図

る必要がある。 

また、不動産賃貸業においては、建築後４１年を経過し老朽化が進んでいる港南ビルについ

て、再開発に関する調査・研究を進めるよう「港南開発準備室」を設置しており、今後とも不

動産の有効活用に努めていく必要がある。 

 

イ 子会社の状況 

会社は、表１６に示すとおり、子会社３社と企業集団を構成しており、当事業年度において

３社とも利益を計上している。 

しかしながら、３社のうち、はとバス興業株式会社は、累積赤字により債務超過（１億５，

８６３万余円）の状態にあることから、引き続き、現状の堅調な経営成績を維持しながら、財

政状態を改善させていくことが当面の課題となっている。 

 

（表１６）子会社の状況 

名   称 資本金 株式所有割合 主な事業 

はとバス興業株式会社 １億円 １００％ 料理飲食業 

株式会社シーライン東京 ２億円  ５１％ 観光船事業 

株式会社はとバスエージェンシー １千万円 １００％ 
保険代理業 

広告代理業 

 

ウ 経営計画 

    会社は、常に安全・快適・環境保全を追求しながら、顧客からの満足と感動を得ていくとの

グループの企業理念を念頭に、平成２１年７月、｢０９中期（３カ年）経営計画｣を策定した。 

    その中で、取り巻く経営環境が金融危機などにより極度の緊張を強いられるなかにあっても、

社会的な使命を全うしながら、より強固な経営基盤の構築を目指すこととしている。 

    創業６１年目に当たる平成２１年度（第６９期）には、長期借入金の完済等により、財務体

質の改善に一定の成果を上げているものの、今後とも、全社的課題とする人事給与諸制度の改

革、グループ総合力の強化及び人材の育成等に対する取組を推進させるなどにより、更なる経

営の効率化を推進していくことが必要である。 



（別表　１）　 比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、％）

 営業収益 15,322,124,041 15,616,125,644 △ 294,001,603 △ 1.9

一般乗合旅客運送事業収益 2,531,922,321 2,422,046,557 109,875,764 4.5

1,934,899,750 1,997,587,533 △ 62,687,783 △ 3.1

関連事業売上高 5,812,099,931 6,330,288,473 △ 518,188,542 △ 8.2

路線バス受託事業収益 3,073,074,889 2,715,011,842 358,063,047 13.2

ホテル事業売上高 1,608,796,314 1,788,532,575 △ 179,736,261 △ 10.0

不動産賃貸事業収益 361,330,836 362,658,664 △ 1,327,828 △ 0.4

 売上原価 9,217,952,012 9,601,475,762 △ 383,523,750 △ 4.0

一般乗合旅客運送費 2,028,253,020 1,900,866,993 127,386,027 6.7

一般貸切旅客運送費 2,503,152,121 2,651,341,981 △ 148,189,860 △ 5.6

関連事業売上原価 4,527,894,868 4,858,664,102 △ 330,769,234 △ 6.8

ホテル事業売上原価 158,652,003 190,602,686 △ 31,950,683 △ 16.8

 売上総利益 6,104,172,029 6,014,649,882 89,522,147 1.5

 販売費及び一般管理費　 5,619,607,882 5,621,679,656 △ 2,071,774 △ 0.0

関連事業営業費 781,848,626 856,170,916 △ 74,322,290 △ 8.7

路線バス受託事業費 2,795,362,637 2,479,042,421 316,320,216 12.8

ホテル事業営業費 1,147,499,618 1,341,559,779 △ 194,060,161 △ 14.5

不動産賃貸事業営業費 141,987,598 137,886,103 4,101,495 3.0

一般管理費 752,909,403 807,020,437 △ 54,111,034 △ 6.7

 営業利益 484,564,147 392,970,226 91,593,921 23.3

 営業外収益　 71,523,891 64,749,859 6,774,032 10.5

 営業外費用 19,138,842 25,314,381 △ 6,175,539 △ 24.4

 経常利益 536,949,196 432,405,704 104,543,492 24.2

 特別損失 76,078,067 24,700,287 51,377,780 208.0

 税引前当期純利益 460,871,129 407,705,417 53,165,712 13.0

 法人税、住民税及び事業税 303,936,582 245,948,606 57,987,976 23.6

 法人税等調整額 △ 96,684,250 △ 70,761,185 △ 25,923,065 36.6

 当期純利益 253,618,797 232,517,996 21,100,801 9.1

　

増 （△） 減

科　　　　　目

第69期 第68期

金  　　額 金  　　額 金  　　額 率

（平成21.7.1～
　平成22.6.30）

（平成20.7.1～
　平成21.6.30）

一般貸切旅客運送事業収益

 (C/B)×100C ＝（Ａ－Ｂ）（Β）（Ａ）
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（別表　２）　  比 較 貸 借 対 照 表

（資産の部） （単位：円、％）

（資産の部）

流動資産 1,570,056,568 20.4 1,457,399,254 19.5 112,657,314 7.7

現金預金 509,911,817 6.6 400,329,072 5.4 109,582,745 27.4

売掛金 435,451,083 5.7 467,913,521 6.3 △ 32,462,438 △ 6.9

未収運賃 339,351,783 4.4 309,587,909 4.2 29,763,874 9.6

未収入金 17,917,247 0.2 18,952,442 0.3 △ 1,035,195 △ 5.5

未収収益 18,756,481 0.2 8,257,706 0.1 10,498,775 127.1

子会社短期貸付金 20,000,000 0.3 67,500,000 0.9 △ 47,500,000 △ 70.4

貯蔵品 83,535,793 1.1 48,173,801 0.6 35,361,992 73.4

前払金 5,358,417 0.1 10,145,772 0.1 △ 4,787,355 △ 47.2

前払費用 97,631,686 1.3 87,872,907 1.2 9,758,779 11.1

繰延税金資産 35,782,097 0.5 21,865,180 0.3 13,916,917 63.6

その他流動資産 26,592,164 0.3 27,702,924 0.4 △ 1,110,760 △ 4.0

貸倒引当金 △ 20,232,000 △ 0.3 △ 10,901,980 △ 0.1 △ 9,330,020 85.6

固定資産 6,122,069,609 79.6 5,999,014,897 80.5 123,054,712 2.1

有形固定資産 4,382,247,711 57.0 4,508,162,846 60.5 △ 125,915,135 △ 2.8

車両 159,842,204 2.1 246,210,708 3.3 △ 86,368,504 △ 35.1

建物 2,528,361,653 32.9 2,685,814,814 36.0 △ 157,453,161 △ 5.9

設備 36,691,937 0.5 42,972,248 0.6 △ 6,280,311 △ 14.6

構築物 50,229,979 0.7 54,670,257 0.7 △ 4,440,278 △ 8.1

機械・装置 20,171,751 0.3 16,466,941 0.2 3,704,810 22.5

工具・器具・備品 84,369,269 1.1 112,332,266 1.5 △ 27,962,997 △ 24.9

有形リース資産（車両） 260,106,300 3.4 202,054,200 2.7 58,052,100 28.7

有形リース資産（その他） 2,857,202 0.0 3,752,246 0.1 △ 895,044 △ 23.9

土地 1,094,692,499 14.2 1,094,692,499 14.7 0 0

建設仮勘定 144,924,917 1.9 49,196,667 0.7 95,728,250 194.6

無形固定資産 625,528,147 8.1 458,180,330 6.1 167,347,817 36.5

商標権 775,001 0.0 875,001 0.0 △ 100,000 △ 11.4

電話加入権 24,119,541 0.3 24,119,541 0.3 0 0

施設利用権 388,250 0.0 615,756 0.0 △ 227,506 △ 36.9

借地権 343,194,359 4.5 343,194,359 4.6 0 0

ソフトウェア 35,965,828 0.5 42,705,049 0.6 △ 6,739,221 △ 15.8

無形リース資産 35,856,668 0.5 46,670,624 0.6 △ 10,813,956 △ 23.2

ソフトウェア仮勘定 185,228,500 2.4 0 0 185,228,500 　－

投資その他の資産 1,114,293,751 14.5 1,032,671,721 13.8 81,622,030 7.9

投資有価証券 25,560,920 0.3 22,758,700 0.3 2,802,220 12.3

関係会社株式 26,242,000 0.3 26,242,000 0.4 0 0

子会社長期貸付金 150,000,000 2.0 160,000,000 2.1 △ 10,000,000 △ 6.3

長期差入保証金 79,801,492 1.0 81,550,912 1.1 △ 1,749,420 △ 2.1

長期前払費用 4,576,667 0.1 6,936,667 0.1 △ 2,360,000 △ 34.0

繰延税金資産 973,112,672 12.7 890,183,442 11.9 82,929,230 9.3

その他投資 5,000,000 0.1 5,000,000 0.1 0 0

貸倒引当金 △ 150,000,000 △ 2.0 △ 160,000,000 △ 2.1 10,000,000 △ 6.3

資産合計 7,692,126,177 100 7,456,414,151 100 235,712,026 3.2

(注) 有形固定資産の減価償却累計額は、第69期9,820,388,267円、第68期10,089,616,967円である。

科　　　　　目

Ｃ ＝ （Ａ－Ｂ） (C/B)×100
構成比 構成比

（Ａ） （Β）

金　　額 率

（平成22.6.30）

金　　額 金　　額

（平成21.6.30）
　増　（△）　減

第69期 第68期
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（負債及び純資産の部） （単位：円、％）

（負債の部）

流動負債 2,241,951,998 29.1 2,481,888,064 33.3 △ 239,936,066 △ 9.7

6,848,485 0.1 12,843,794 0.2 △ 5,995,309 △ 46.7

353,933,509 4.6 321,098,887 4.3 32,834,622 10.2

500,000,000 6.5 650,000,000 8.7 △ 150,000,000 △ 23.1

0 0 47,500,000 0.6 △ 47,500,000 △ 100

63,323,184 0.8 47,244,324 0.6 16,078,860 34.0

298,197,672 3.9 392,123,844 5.3 △ 93,926,172 △ 24.0

248,876,491 3.2 239,313,609 3.2 9,562,882 4.0

179,350,700 2.3 151,954,700 2.0 27,396,000 18.0

67,499,300 0.9 77,620,209 1.0 △ 10,120,909 △ 13.0

110,996,739 1.4 116,254,199 1.6 △ 5,257,460 △ 4.5

263,153,338 3.4 270,679,940 3.6 △ 7,526,602 △ 2.8

81,135,731 1.1 67,365,725 0.9 13,770,006 20.4

51,280,259 0.7 74,071,653 1.0 △ 22,791,394 △ 30.8

17,356,590 0.2 13,817,180 0.2 3,539,410 25.6

固定負債 2,868,532,557 37.3 2,610,267,379 35.0 258,265,178 9.9

1,794,100 0.0 0 0 1,794,100 　－

247,474,113 3.2 215,822,712 2.9 31,651,401 14.7

479,244,250 6.2 480,654,000 6.4 △ 1,409,750 △ 0.3

2,033,420,094 26.4 1,832,790,667 24.6 200,629,427 10.9

106,600,000 1.4 81,000,000 1.1 25,600,000 31.6

負債合計 5,110,484,555 66.4 5,092,155,443 68.3 18,329,112 0.4

　

2,582,186,677 33.6 2,364,567,880 31.7 217,618,797 9.2

　 450,000,000 5.9 450,000,000 6.0 0 0

　 2,132,186,677 27.7 1,914,567,880 25.7 217,618,797 11.4

　 利益準備金 112,500,000 1.5 112,500,000 1.5 0 0

その他利益剰余金 2,019,686,677 26.3 1,802,067,880 24.2 217,618,797 12.1

　 固定資産圧縮積立金 69,974,000 0.9 69,974,000 0.9 0 0

別途積立金 1,500,000,000 19.5 1,300,000,000 17.4 200,000,000 15.4

繰越利益剰余金 449,712,677 5.8 432,093,880 5.8 17,618,797 4.1

△ 545,055 　－ △ 309,172 　－ △ 235,883 76.3

△ 545,055 　－ △ 309,172 　－ △ 235,883 76.3

2,581,641,622 33.6 2,364,258,708 31.7 217,382,914 9.2

負債及び純資産合計 7,692,126,177 100 7,456,414,151 100 235,712,026 3.2

（平成22.6.30） （平成21.6.30）
　増　（△）　減

科　　　　　目
金　　額

Ｃ ＝ （Ａ－Ｂ）

率

(C/B)×100

第69期 第68期

（Ａ）

従業員預り金

前受収益

支払手形

買掛金

短期リース債務

前受運賃

未払金

未払費用

その他流動負債

役員退任慰労金引当金

長期未払金

長期受入保証金

退職給付引当金

長期リース債務

純資産合計

利益剰余金

（純資産の部）

株主資本

その他有価証券評価差額金

資本金

評価・換算差額等

構成比

預り金

金　　額

（Ｂ）
構成比

未払法人税等

未払消費税

短期借入金

１年内返済予定長期借入金

金　　額
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　　　　（平成２１年７月１日から平成２２年６月３０日まで）

 　　（単位：円）

固定資産圧縮
積立金

別途積立金

第６８期末残高 450,000,000 112,500,000 69,974,000 1,300,000,000 432,093,880 1,914,567,880 2,364,567,880 △ 309,172 2,364,258,708

剰余金の配当 △ 36,000,000 △ 36,000,000 △ 36,000,000 △ 36,000,000

別途積立金の積立 200,000,000 △ 200,000,000 　－ － －

当期純利益 253,618,797 253,618,797 253,618,797 253,618,797

△ 235,883 △ 235,883

200,000,000 17,618,797 217,618,797 217,618,797 △ 235,883 217,382,914

第６９期末残高 450,000,000 112,500,000 69,974,000 1,500,000,000 449,712,677 2,132,186,677 2,582,186,677 △ 545,055 2,581,641,622

（別表　３）　　　株主資本等変動計算書

繰越利益剰余金

利益剰余金合計 株主資本合計
純資産合計

株主資本

 その他利益剰余金

利益剰余金

資本金
利益準備金

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

 
-
 
4
8
6
 
-

事業年度中の変動額合
計

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純
額）

項　　　目
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